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  １ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。 
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（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

   ２ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がなく、かつ、151期第２四半

期連結累計期間については、四半期純損失であるため記載していない。 

４ 第151期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理している。  

  

 当第２四半期連結累計期間における、事業の内容について重要な変更はない。また、当社グループの単一の報告セ

グメントである建築材料関連事業に係る主要な関係会社の異動は次のとおりである。 

 第１四半期連結会計期間より、野澤積水好施新型建材（瀋陽）有限公司他１社が新たに連結子会社となった。この

結果、平成23年９月30日現在では、当社グループは当社及び連結子会社４社により構成されている。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第151期

第２四半期 
連結累計期間 

第152期
第２四半期 

連結累計期間 
第151期

会計期間 
自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日 

自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日

売上高 （千円）  6,975,751  7,657,558  15,216,057

経常利益又は経常損失（△） （千円）  △92,515  137,369  114,265

四半期（当期）純利益 

又は四半期純損失（△） 
（千円）  △138,293  15,098  7,827

四半期包括利益又は包括利益 （千円）  △159,467  △34,924  30,796

純資産額 （千円）  7,813,406  8,411,979  8,003,600

総資産額 （千円）  20,301,105  20,758,654  20,100,145

１株当たり四半期（当期）純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） 
（円）  △5.93  0.65  0.34

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円）  －  －  －

自己資本比率 （％）  38.5  38.2  39.8

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円）  196,467  △50,640  635,197

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円）  △97,640  △57,132  △244,454

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円）  △558,530  792,405  △1,310,083

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（千円）  2,272,682  2,489,804  1,813,046

回次 
第151期

第２四半期 
連結会計期間 

第152期
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日

自 平成23年７月１日 
至 平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） 
（円）  △3.39  4.29

２【事業の内容】
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 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。   

  

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による経済活動の停滞や原発問題、さらには電

力規制と大きな打撃を受けたものの、サプライチェーンの復旧やインフラ整備などにより回復の兆しが見え始めま

した。しかしながら、欧州の財政問題による欧米の景気減速、急激な円高進行から輸出産業を中心に企業収益が圧

迫され、景気の先行きは不透明な状況で推移致しました。建築材料業界におきましても、新設住宅着工戸数は一部

に底打ちの兆しがみられられるものの、依然として低水準で推移しており、震災からの復旧復興の遅れや企業間競

争の激化など引き続き厳しい状況が続いております。 

 このような状況のなか、当社グループは環境型商品の開発を進め商品群の拡充を図りました。押出成形セメント

板「アスロック」と太陽電池を一体化した外壁システム「アスロックソーラーウォール」(特許出願済)は、平成22

年７月より発売、第１号物件施工完了後、商品モニタリングをした結果、関係各所より高評価を受けたことから平

成23年７月より全国販売を開始しました。また、「アスロック」のデザインパネルに夏場の強烈な日射熱を宇宙に

跳ね返す機能的なリブを持つ押出成形セメント板「レフスカイ」を、またその機能を最大限に発揮するために赤外

線に対して反射率の優れた新たな遮熱機能塗装仕上げをした「カラリードクール」を、８月より同時発売致しまし

た。いずれもヒートアイランドを抑制する業界初の機能付デザインパネルです。 

 さらに、2011年度グッドデザイン賞を押出成形セメント部門で初めて受賞した「アスロックグリーンウォール

ビルトインタイプ」(特許出願済)は、外壁一体型ビルトイン壁面緑化パネルで省エネやヒートアイランド現象の緩

和、美観向上、環境負荷低減等顧客のニーズを捉えた商品で10月より出荷を開始致しました。また、アスロック発

売４０周年記念事業として設計者の皆様を対象に斬新なパネルのデザインを自由にご提案いただく「アスロックデ

ザインキャンペーン」を実施しており、第１期の最優秀作品を商品化し「ランダムライン９００」(意匠登録出願

済)として７月より発売致しました。遮光によるリブの陰影が大小異なる影の配列となり時間の経過と共に壁面の

表情を幻想的に変え、ダイナミックで重厚感のある商品となっております。その後５月末に発表した第２期の最優

秀作品につきましては、当社新商品として発売する予定です。農業分野では、ミネラル肥料「マインマグシリー

ズ」に有機栽培に使用できる「マインマグＮ(ナチュラ)」を追加、３月より発売致しました。有機栽培に適した土

壌を作り、作物の光合成を増進、生育促進と品質向上が期待できます。当第２四半期累計期間の販売数量は販路開

拓から206ｔ(前年同四半期は28ｔ)と大幅に伸びております。 

 生産部門では、電力規制のなか、埼玉工場では休止中の自家発電装置の再稼動により不足分の電力を補い、ま

た、旺盛な販売数量に応えるため柔軟な運転体制を行い受注数量増に対応致しました。管理部門では、関係会社の

業務システム構築等によるコスト削減に取り組んでまいりました。 

 これらの結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は、76億57百万円（前年同四半期比9.8％増加）となりまし

た。当社グループの単一の報告セグメントである建築材料関連事業の品種別売上高につきましては、押出成形セメ

ント製品関連では、主力の押出成形セメント板「アスロック」は46億24百万円（前年同四半期比12.9％増加）、住

宅用軽量外壁材は８億85百万円（前年同四半期比31.5％増加）となりましたが、スレート関連は５億30百万円（前

年同四半期比8.6％減少）、耐火被覆工事は４億34百万円（前年同四半期比13.5％減少）、石綿除去工事は１億57

百万円（前年同四半期比31.1％減少）となりました。 

 利益面につきましては、増産効果に加え、生産性の向上や諸経費削減を推進したこと等から、営業利益は１億93

百万円（前年同四半期は51百万円の営業損失）、経常利益は１億37百万円（前年同四半期は92百万円の経常損失）

となりました。四半期純利益は投資有価証券評価損54百万円を計上した結果、15百万円（前年同四半期は１億38百

万円の四半期純損失）となりました。  

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末における当社グループの流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べ現金及び預金

が６億76百万円増加、受取手形及び売掛金が３億66百万円増加したこと等により74億36百万円（前連結会計年度末

と比較して９億60百万円増加）となりました。固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べ投資有価証券が１億30

百万円減少、有形固定資産が減価償却等により１億59百万円減少したこと等から、133億21百万円（前連結会計年

度末と比較して３億１百万円減少）となりました。この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ６億58百万円増

加し207億58百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べ支払手形及び買掛金が35百万

円減少、短期借入金が９億28百万円増加したこと等から、58億94百万円（前連結会計年度末と比較して８億45百万

円増加）となりました。固定負債の残高は、長期借入金が前連結会計年度末に比べ５億62百万円減少したこと等か

ら、64億52百万円（前連結会計年度末と比較して５億95百万円減少）となりました。この結果、負債の合計額は、

前連結会計年度末に比べ２億50百万円増加し123億46百万円となりました。 

 当第２四半期連結会計期間末における純資産の残高は、野澤積水好施新型建材（瀋陽）有限公司の合弁先である

積水ハウス㈱からの出資金の受入れにより少数株主持分４億90百万円を計上したこと等から、84億11百万円（前連

結会計年度末と比較して４億８百万円増加）となりました。  

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ６

億76百万円増加し、24億89百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、営業活動による資金の減少は50百万円（前年同四半期は１億96百万円の増

加）となりました。これは税金等調整前四半期純利益78百万円、減価償却費２億34百万円や、たな卸資産の減少51

百万円等の資金の増加要因があったものの、売上債権の増加額３億37百万円や法人税等の支払額68百万円等の資金

の減少要因があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、投資活動による資金の減少は57百万円（前年同四半期は97百万円の減少）

となりました。これは有形固定資産の取得による支出82百万円等の資金の減少要因があったことによるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結累計期間において、財務活動による資金の増加は７億92百万円（前年同四半期は５億58百万円

の減少）となりました。これは長短借入金の返済による支出32億14百万円や、親会社による配当金の支払額46百万

円等の資金の減少要因があったものの、短期借入れによる収入35億80百万円や少数株主からの払込みによる収入４

億90百万円等の資金の増加要因があったことによるものであります。 
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(4）事業上及び財政上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。    

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。  

  

（当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）について）  
  

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応

じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきだと考えています。 

 ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるもの、あるいは株主

の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。 

 そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えています。 
  

２．当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み 

  当社の中長期的な経営基本戦略等当社の目標としております企業像は下記のとおりです。 

① 建設部材、システム分野での開発型企業を目指し、建築・住宅・土木の３市場での安定的な商品供給による強

固な経営基盤を持つ企業 

② 技術力を背景とした差別化(品質・納期・コストの絶対的優位性)を推進するオンリーワン企業 

③ 環境保全を主眼においた次世代の事業を模索し、人々にやすらぎと安心を提供し、社会への貢献を企業の発展

と考える企業 

これらを実現するため、「安全第一、法令遵守、人権尊重、環境保全」の基本原則を大前提に、当社の経営の２

本柱である中長期計画、ＮＮＰＳ（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）活動を着実に実行することによ

って、当社のもつ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステークホルダーとの良好な関係を継続、発展さ

せ、当社及び当社グループ会社の企業価値及び株主共同の利益の向上に繋げられるものと考えております。 
    
 ３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

り組み 
  

当社は、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、買収防衛策の導入根拠、手続き等を定めた定款変更議

案及び変更された定款に基づき当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プランとい

います」）の導入について株主の皆様のご承認をいただき、また平成23年６月29日開催の定時株主総会において本

プランの継続についてご承認をいただき、現在に至っております。  

  

本プランは、当社株式に対する買付が行われた際、買付に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当

社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこ

と等を可能とするものであり、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する買付等を阻止し、当社の企業価値・株

主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。  

本プランにおきましては、(i)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる

買付、または(ii)当社が発行者である株式等について、公開買付に係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係

者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付またはこれらに類似する行為（以下「買付等」と総称しま

す。）を対象とします。 

当社の株式等について買付等が行われる場合、当該買付等に係る買付者等には、買付等の内容の検討に必要な情

報及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面の提出を

求めます。その後、買付者等から提出された情報、当社取締役会からの意見や根拠資料、当該買付等に対する代替

案等が、経営陣から独立した者より構成される独立委員会に提供され、その評価、検討を経るものとします。独立

委員会は、必要に応じて、外部専門家等の助言を独自に得たうえ、買付内容の評価・検討、当社取締役会の提示し

た代替案の検討、株主に対する情報開示等を行います。 
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独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続きを遵守しなかった場合、または買付者等の買付等の内容の

検討、買付者等との協議・交渉の結果、当該買付等が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうおそ

れのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、対抗措置を発動することが相当である

と判断した場合には、当社取締役会に対して、対抗措置を発動すべき旨、または株主の意思を確認すべき旨を勧告

します。当社取締役会は、この勧告または株主意思確認総会若しくは書面投票の決定に基づき、原則として新株予

約権の無償割当ての実施を決議し、別途定める割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された当社以外の株

主に対し、その保有する当社株式１株につき新株予約権２個を上限として別途定める割合で、新株予約権を無償で

割当てます。 

この新株予約権は、１円以上で当社取締役会が無償割当ての決議において定める金額を払い込むことにより、１

株を上限として当社取締役会が無償割当ての決議において定める当社普通株式を取得することができるものです

が、買付者等による権利行使が認められないという行使条件が付されています。また、当社が買付者等以外の者か

ら当社株式と引換えに新株予約権を取得することができるものとします。 

当社取締役会は、上記取締役会決議を行った場合速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断す

る事項について、情報開示を行います。 

本プランの有効期間は、平成26年６月開催予定の定時株主総会終結の時までです。ただし、かかる有効期間の満

了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更または廃止の決議がなされた場合には、本プランは当該

決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとします。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成さ

れる取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

本プランにおいては、新株予約権無償割当てが実施されていない場合、株主の皆様に直接具体的な影響が生じる

ことはありません。他方、本プランが発動され、新株予約権無償割当てが実施された場合、株主の皆様が新株予約

権行使の手続きを行わないとその保有する株式が希釈化される場合があります。（ただし、当社が当社株式を対価

として新株予約権の取得を行った場合、株式の希釈化は生じません。）  

  

４．上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記２．に記載した基本方針の実現に資する特別な取り組みは、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上

に資する具体的方策であり、まさに当社の基本方針に沿うとともに、当社の株主共同の利益に資するものであり、

また、当社の経営陣の地位の維持を目的とするものではありません。 

また、本プランは、上記３．に記載のとおり、企業価値・株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって導入

されたものであり、基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主意思を重視するものであること、その内容

として合理的な客観的発動要件が設定されていること、独立性の高い社外者によって構成される独立委員会が設置

されており、本プランの発動に際しては必ず独立委員会の判断または株主意思の確認を経ることが必要とされてい

ること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３年間

と定められたうえ、株主総会または取締役会でいつでも廃止できるとされていることなどにより、その公正性・客

観性が担保されており、高度の合理性を有し、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の経

営陣の地位の維持を目的とするものではありません。  
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(5）研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は134百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間における研究の目的・主要課題・研究体制等、研究開発の状況の重要な変更は

ありません。  

  

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社グループでは、今後も幅広い顧客ニーズを先取りした新商品・新工法開発により、建材事業・環境対策事

業・海外事業の拡大に取り組みます。 

 研究開発部門では、顧客ニーズを先取りした新商品・新工法を開発、また、環境対策関連に対応した商品群を拡

充し、市場拡大を図ります。 

 マインケミカル事業部では、農業用肥料「マインマグシリーズ」のラインアップを拡充、また、肥料ユーザーと

のネットワークを活用、「農」と「食」をつなぐことも視野に入れてまいります。 

 海外市場につきましては、中国建築市場での事業展開を本格化させるため、中国遼寧省瀋陽市に押出成形セメン

ト板の製造を目的とした会社を積水ハウス㈱と合弁で設立、また、中国上海市に「アスロック」の更なる普及と拡

大を図るために、当社100％子会社の現地法人を設立致しました。中国での住宅・建築市場への本格参入の好機と

捉え、現地生産、現地供給の体制を構築してまいります。 

 生産部門におきましては、ＮＮＰＳ（ノザワ・ニュー・プロダクション・システム）による品質の向上と納期の

短縮、生産効率の更なる改善によるコストダウン、需要動向に即応した生産体制により収益向上に努めてまいりま

す。管理部門におきましては、ＩＴ活用による業務効率を高め、更なるトータルコストダウンに取り組んでまいり

ます。 

 これら積極的な事業展開により、収益の拡大及び経費の削減を進め、一層の業績向上に取組んでまいります。 

  

(7）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在置かれている事業環境及び現在入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案

するように努めております。  

 当社グループは、建設部材・システム分野での開発型企業を目指し、建築・住宅・土木の三市場での安定的な商

品供給を推進するとともに、当社の得意分野・成長分野に集中的に社員を配置し、「快適な住環境の創造と環境改

善技術の確立を通じて社会に貢献する開発型企業」を目指してまいります。また、商品の設計・開発から生産・販

売に至る全ての活動において、廃棄物の抑制・再利用・リサイクルを視野に入れ、環境に貢献する取組みを進めて

まいります。 
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

該当事項なし。   

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数（株） 

（平成23年９月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成23年11月11日）

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容

普通株式  24,150,000  24,150,000
大阪証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数は1,000株

である。 

計  24,150,000  24,150,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 －  24,150,000  －  2,449,000  －  612,250
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（注）１ 千株未満は切り捨てて表示している。 

２ 「割合」は小数点第３位以下を切り捨てて表示している。 

３ 上記のほか当社保有の自己株式811千株（3.36％）がある。 

  

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号  1,749  7.24

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

日本生命証券管理部内 
 1,744  7.22

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号  1,153  4.77

神栄株式会社 兵庫県神戸市中央区京町77番地の１  973  4.02

ケーオーディー株式会社 東京都台東区東上野二丁目１番11号  836  3.46

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号  724  3.00

ノザワ従業員持株会 兵庫県神戸市中央区浪花町15番地  681  2.82

ＣＢＣ株式会社 東京都中央区月島二丁目15番13号  603  2.49

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号  577  2.39

日工株式会社 兵庫県明石市大久保町江井島1013番地の１  568  2.35

計 －  9,611  39.80
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①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権２個）が

含まれている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己保有株式710株が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

該当事項なし。 

  

（７）【議決権の状況】

平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   811,000
－ － 

完全議決権株式（その他）  普通株式   23,241,000  23,241 － 

単元未満株式 普通株式     98,000 － － 

発行済株式総数  24,150,000 － － 

総株主の議決権 －  23,241 － 

平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
（株） 

他人名義
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ノザワ 
神戸市中央区浪花町15番地  811,000  －  811,000  3.35

計 －  811,000  －  811,000  3.35

２【役員の状況】
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１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けている。 

   

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,813,046 2,489,804

受取手形及び売掛金 3,398,562 3,765,121

商品及び製品 327,502 304,392

原材料及び貯蔵品 79,675 85,116

未成工事支出金 242,810 209,498

その他 632,019 587,978

貸倒引当金 △16,806 △4,964

流動資産合計 6,476,809 7,436,947

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,557,275 2,490,726

機械装置及び運搬具（純額） 882,189 794,308

土地 7,284,080 7,284,080

建設仮勘定 18,406 19,732

その他（純額） 187,812 181,217

有形固定資産合計 10,929,765 10,770,065

無形固定資産 15,048 15,221

投資その他の資産   

投資有価証券 1,453,945 1,323,106

その他 1,270,999 1,246,558

貸倒引当金 △46,943 △33,592

投資その他の資産合計 2,678,001 2,536,071

固定資産合計 13,622,815 13,321,359

繰延資産 520 346

資産合計 20,100,145 20,758,654
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,372,485 2,337,154

短期借入金 1,663,000 2,591,000

未払法人税等 80,011 82,327

賞与引当金 179,120 184,200

その他 753,940 699,407

流動負債合計 5,048,557 5,894,089

固定負債   

社債 10,000 －

長期借入金 2,842,000 2,280,000

再評価に係る繰延税金負債 2,277,849 2,277,849

退職給付引当金 1,371,349 1,397,950

資産除去債務 13,050 13,109

その他 533,738 483,675

固定負債合計 7,047,987 6,452,585

負債合計 12,096,545 12,346,674

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,449,000 2,449,000

資本剰余金 1,470,572 1,470,572

利益剰余金 967,539 935,961

自己株式 △46,626 △46,645

株主資本合計 4,840,486 4,808,888

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 22,715 △27,164

為替換算調整勘定 － △143

土地再評価差額金 3,140,398 3,140,398

その他の包括利益累計額合計 3,163,113 3,113,090

少数株主持分 － 490,000

純資産合計 8,003,600 8,411,979

負債純資産合計 20,100,145 20,758,654
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 6,975,751 7,657,558

売上原価 5,105,617 5,517,880

売上総利益 1,870,133 2,139,677

販売費及び一般管理費 ※  1,921,597 ※  1,946,068

営業利益又は営業損失（△） △51,464 193,608

営業外収益   

受取利息 1,827 328

受取配当金 21,315 20,210

貸倒引当金戻入額 － 14,965

その他 23,004 21,133

営業外収益合計 46,147 56,639

営業外費用   

支払利息 49,313 37,752

支払手数料 17,109 31,098

その他 20,775 44,026

営業外費用合計 87,199 112,878

経常利益又は経常損失（△） △92,515 137,369

特別利益   

貸倒引当金戻入額 9,835 －

特別利益合計 9,835 －

特別損失   

固定資産除却損 1,109 4,494

投資有価証券評価損 42,764 54,632

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,927 －

特別損失合計 52,801 59,127

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△135,482 78,242

法人税、住民税及び事業税 13,875 70,935

法人税等調整額 △11,064 △7,791

法人税等合計 2,811 63,143

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△138,293 15,098

四半期純利益又は四半期純損失（△） △138,293 15,098
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△138,293 15,098

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △21,173 △49,879

為替換算調整勘定 － △143

その他の包括利益合計 △21,173 △50,023

四半期包括利益 △159,467 △34,924

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △159,467 △34,924

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△135,482 78,242

減価償却費 247,677 234,000

社債発行費償却 173 173

貸倒引当金の増減額（△は減少） △53,521 △25,192

退職給付引当金の増減額（△は減少） 52,028 26,600

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,650 5,080

受取利息及び受取配当金 △23,143 △20,539

支払利息 49,313 37,752

固定資産除却損 1,109 4,494

投資有価証券評価損益（△は益） 42,764 54,632

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,927 －

売上債権の増減額（△は増加） 281,306 △337,093

たな卸資産の増減額（△は増加） 64,784 51,049

仕入債務の増減額（△は減少） 48,199 △53,211

その他 △117,313 △19,691

小計 450,174 36,297

利息及び配当金の受取額 23,143 20,539

利息の支払額 △50,064 △38,880

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △226,786 △68,596

営業活動によるキャッシュ・フロー 196,467 △50,640

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △78,960 △82,152

投資有価証券の取得による支出 △5,999 △6,173

その他 △12,681 31,193

投資活動によるキャッシュ・フロー △97,640 △57,132

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 200,000 3,580,000

短期借入金の返済による支出 △200,000 △2,480,000

長期借入れによる収入 1,400,000 －

長期借入金の返済による支出 △1,894,000 △734,000

社債の償還による支出 △10,000 △10,000

少数株主からの払込みによる収入 － 490,000

親会社による配当金の支払額 △47,162 △46,463

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △7,111 △7,111

その他 △256 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △558,530 792,405

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △7,874

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △459,703 676,758

現金及び現金同等物の期首残高 2,732,386 1,813,046

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,272,682 ※  2,489,804
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当第２四半期連結会計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

 該当事項なし。 

  

  

  

  

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

 連結の範囲の重要な変更 

   第１四半期連結会計期間より、新たに設立した野澤貿易（上海）有限公司、野澤積水好施新型建材（瀋陽）有限

公司を、連結の範囲に含めている。  

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

 （会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用している。  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

１ 手形流動化に伴う裏書譲渡高は、 千円で

ある。 

1,812,616 １ 手形流動化に伴う裏書譲渡高は、 千円で

ある。 

1,508,067

２ 偶発債務 

平成19年10月１日付けで石綿健康障害による労災認

定者であり当社の事業活動と直接因果関係が認めら

れるものに対する補償制度を導入したことから、将

来当該制度に基づき補償負担が発生する可能性があ

る。 

２ 偶発債務 

         同左       

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りである。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、

次の通りである。 

販売運賃 千円371,673

給料  352,923

賞与引当金繰入額  84,358

退職給付費用  57,303

販売運賃 千円385,465

給料  356,831

賞与引当金繰入額  99,290

退職給付費用  59,705
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

    配当金支払額     

   

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

配当金支払額  

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日）  

 当社グループは、建築材料関連事業の単一の報告セグメントであるため、記載を省略している。 

  

 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下の通りである。 

  （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がなく、かつ、前第２四半期連結累計期

間については、四半期純損失であるため記載していない。 

  

 該当事項なし。  

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 千円2,272,682

現金及び現金同等物  2,272,682

現金及び預金勘定 千円2,489,804

現金及び現金同等物  2,489,804

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  46,681  2 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  46,676  2 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） 
△５円 銭 93 ０円 銭 65

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△）（千円） 
 △138,293  15,098

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△）（千円） 
 △138,293  15,098

普通株式の期中平均株式数（千株）  23,339  23,338

（重要な後発事象）
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 当社は、石綿関連疾患に関して、国に対しては国家賠償法に基づき、当社を含む建材メーカーに対しては不法行為

責任及び製造物責任に基づき、以下のとおり損害賠償請求を提起されている。 

・首都圏建設アスベスト損害賠償請求訴訟 

 平成20年５月16日付けで、国及び当社を含む建材メーカー46社に対し、建設従事者とその遺族178名から総額

66億22百万円の損害賠償請求を東京地方裁判所に提起された。 

・神奈川県建設アスベスト損害賠償請求訴訟 

 平成20年６月30日付けで、国及び当社を含む建材メーカー46社に対し、建設従事者とその遺族40名から総額15

億40百万円の損害賠償請求を横浜地方裁判所に提起された。 

・首都圏建設アスベスト損害賠償請求第２次訴訟 

 平成22年４月23日付けで、国及び当社を含む建材メーカー44社に対し、建設従事者とその遺族140名から総額

53億90百万円の損害賠償請求を東京地方裁判所に提起された。 

・神奈川県建設アスベスト損害賠償請求第２次訴訟 

 平成22年４月23日付けで、国及び当社を含む建材メーカー45社に対し、建設従事者とその遺族36名から総額13

億86百万円の損害賠償請求を横浜地方裁判所に提起された。 

・北海道建設アスベスト損害賠償請求訴訟  

 平成23年４月25日付けで、国及び当社を含む建材メーカー43社に対し、建設従事者とその遺族19名から総額６

億54百万円の損害賠償請求を札幌地方裁判所に提起された。 

・京都建設アスベスト損害賠償請求訴訟  

 平成23年６月３日付けで、国及び当社を含む建材メーカー44社に対し、建設従事者とその遺族11名から総額４

億23百万円の損害賠償請求を京都地方裁判所に提起された。 

・関西建設アスベスト損害賠償請求訴訟 

 平成23年７月13日付けで、国及び当社を含む建材メーカー44社に対し、建設従事者とその遺族17名から総額３

億85百万円の損害賠償請求を大阪地方裁判所に提起された。  

  

２【その他】
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 該当事項はありません。 

   

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月11日

株式会社ノザワ 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小  竹  伸  幸  ㊞

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 小  川  佳  男  ㊞

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ノザワ

の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ノザワ及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成23年11月11日 

【会社名】 株式会社 ノザワ 

【英訳名】 NOZAWA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 野 澤 俊 也 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役管理本部長 三 原 伸 夫 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区浪花町15番地 

    
【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

  

株式会社ノザワ東京支店 

（東京都中央区新川一丁目24番８号（東熱新川ビル）） 

  

株式会社ノザワ名古屋支店 

（名古屋市西区名駅三丁目10番17号（IT名駅ビル２号館）） 
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 当社代表取締役社長野澤俊也及び当社常務取締役管理本部長三原伸夫は、当社の第152期第２四半期（自 平成23

年７月１日 至 平成23年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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